
○　会計別決算の状況

（単位：千円） （参考）

※企業会計は、収益的収支額を計上しています(税抜き)。

　令和元年度の各会計別決算の状況は次のとおりです。
　一般会計は歳入総額２０４億８，１６７万８千円、歳出総額２０４億２，１４９万円で、翌年度への繰越財源２，１９８万４千円を除
いた実質収支額は３，８２０万４千円となりました。
　特別会計は、８会計合計で、歳入総額１０７億４，７８３万円、歳出総額１０５億９，４５７万５千円となりました。
　企業会計については、水道事業において、市民生活や経済活動の基盤となる、安全で良質な水道水の安定供給を果たすため、持続可能
な事業運営を目指し、事業の効率化と経費削減に努めてまいりましたが、１，７１８万円の赤字となりました。下水道事業は、施設の統
廃合推進と事業の効率化に努めてまいりましたが、人口減少等の社会情勢変化等により使用料収入だけでは賄えず、一般会計からの補塡
を行う中で、３万４千円の黒字となりました。病院事業は、地域包括ケア病棟を活用して在宅復帰に向けた医療や支援を行った結果、
９０％を超える病床稼働率となっています。また、経営基本計画及び実施計画に基づき、継続した経営改善に取り組み、２０６万２千円
の黒字となりました。
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***令和元年度決算の概要***

1



○　一般会計の状況

(1)　歳入の状況

（単位：千円、％）

9 環境性能割交付金 8,305 0.0 - - 皆  増

0.2

合　　　　　計

　市税は、市民税が４，２９３万円増加（前年度と比べ２．１％増）、固定資産税が７，４７０万７千円増加（前年度と比べ
３．５％増）となったことなどから、市税全体として１億２，１６４万９千円の増収（前年度と比べ２．５％増）となりました。
　地方交付税は１億８，１４９万円減少し、繰入金は、財政調整基金の繰入れ等により、５億９，０９０万８千円増加しました。
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分担金及び負担金

使用料及び手数料
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31,893

17,047

1

2

3

4

市税

自動車取得税交付金
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8

5

21,174

5,761

2.3476,894

4.9

8.6

1.4

12.0

293,729 1.6

144,561

4,925

0.4

6,267,448 30.6

3.4

0.1

0.1

0.1

決 算 額

令和元年度

構成比
区　　　分

23.9

増 減 額
決 算 額 構成比

平成30年度

0.2
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(2)　歳出の状況

(ｱ)　目的別

（単位：千円、％）

0.9議会費

　総務費は新庁舎整備事業費等により８億２，９０７万５千円増加し、農林水産業費は酒蔵の整備補助金等により４億２，６６１
万円増加しました。教育費は西脇小学校校舎整備事業費の減少等により、２億６，３５０万９千円減少しました。

増 減 額
平成30年度

決 算 額
区　　　分

決 算 額

令和元年度
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100.0 100.0

13 諸支出金 0 0.0
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20,421,490合　　　　　計

公債費

1,703,85718,717,633
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(ｲ)　性質別

（単位：千円、％）

268,466
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△ 61,812
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4.3

24.3

743,710 3.7 805,522

貸付金 1.2239,850

合　　　　　計 20,421,490 100.0

0.4 73,288

809,325

41,504

繰出金 2,153,998

投資及び出資金

0.4

23.6

0.5

2.3 271,914

7,018,534

90,251

1,615,132

1,756,547

12.92,635,988

2,594,484

3,288,871

普通建設事業費

投資的経費

扶助費

公債費

1,524,88112.7

3,436,028

その他の経費

補助事業費

10,590,057

単独事業費

1,785,159 8.7

4.0

災害復旧事業費

積立金 475,882

維持補修費

物件費 2,069,771

補助費等 4,824,649

82,197

1,703,857100.0

10.6

18,717,633

74,5652,079,433 11.1

506,090

△ 48,747

8,909

10.1 2,060,307 11.0 9,464

0.2

51.9 10,083,967

199,439

914,995

609,886

4.9 870,164

3.2

65,409

△ 35,655

147,15717.6

9.4

53.9

1,069,6038.1

8.6 1,020,856

1,720,892

1,973,116 10.5

構成比決 算 額

37.5

8.4

16.8

平成30年度

決 算 額 構成比
増 減 額

　人件費は６，５４０万９千円増加し、普通建設事業費は新庁舎・市民交流施設建設工事費等により１０億６，９６０万３千円増
加しました。補助費等についても、北播磨清掃事務組合負担金の増加等により２億６，８４６万６千円増加しました。
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○　財政指標

経常収支比率 (%)

自主財源比率 (%)

実質公債費比率 (%)

財政力指数

区　　　分 令和元年度 平成30年度

89.7

34.7

8.7

92.9

35.6

8.9

0.450.45

37.4 

34.4 34.8 34.7 
35.6 

32.0

34.0

36.0

38.0

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

自 主 財 源 比 率

0.48 0.47 0.46 0.45 0.45

0.40

0.50

0.60

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

財 政 力 指 数

※自主財源比率とは、地方公共団体が自主的に確保できる財源の、歳入
に占める割合をいいます。地方税や使用料、手数料、財産収入等が自
主財源に当たります。

※実質公債費比率とは、借入金（地方債）の返済額の大きさを指標化し、
資金繰りの程度を示すものです。この比率が低いほど返済の負担が軽
いことを意味し、１８％以上の団体については、地方債の発行に際し

総務大臣等の許可が必要となります。

7.8
8.4

8.7 8.7 8.9

6.0

8.0

10.0

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

実 質 公 債 費 比 率

※財政力指数とは、自治体の財政力の強弱を表す指標で、基準財政収入

額を基準財政需要額で除して得られた数値の過去３年間の平均をいい

ます。財政力指数が「１」に近いほど財政力が強いと判断できます。

・基準財政収入額：普通地方税×７５％＋地方譲与税等
・基準財政需要額：自治体が、合理的で妥当な水準の行政活動を行う

ために必要な財政需要を、各行政項目ごとに算定
して求めた額

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は９２．９％で、前年度より
３．２ポイント悪化しました。実質公債費比率については、０．２ポ
イント悪化しました。

88.7 
89.5 89.1 

89.7 

92.9

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

経 常 収 支 比 率

※経常収支比率とは、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に

収入される財源のうち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常
的に支出される経費に充当されたものが占める割合をいいます。
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○　市債現在高の状況

（単位：千円）

2,077,409

164,700

企業会計

一般会計

区　　　　　分

360,500

0

　借入金である市債の一般会計の令和元年度末現在高は、１億２，７０３万７千円増加（前年度と比べ０．６％増）しましたが、企業会
計を含めた市全体では１８億９，４９９万２千円減少（前年度と比べ３．９％減）しました。一般会計の市債現在高が増加した主な要因
は、公共施設等適正管理推進事業債（２億７，７８０万円）の増加です。

20,014,386

平成30年度末

0

令和元年度中増減額

現在高 市債発行額 元金償還額 現在高

149,800 672,130病院事業

48,965,467

令和元年度末

3,972,401

182,904 1,650,173

251,763

2,297,617

251,763

20,141,4231,716,909 1,589,872

26,677,289

84,912

84,912

46,0001,787,077

336,675

28,614,406

336,675

特別会計

老人保健施設

水道事業

1,442,583 16,706,064

47,070,475

8,321,052

合　　　　計

8,843,382

下水道事業 17,983,947

19,059,901
19,628,778

20,161,743

20,014,386 20,141,423
21,703,967

20,472,411 19,216,561

17,983,947
16,706,064

2,164,808 2,032,168 1,917,018 1,787,077 1,650,173

9,888,824 9,674,737 9,324,234 8,843,382 8,321,052

605,891 495,158 417,749 336,675 251,7630

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

一般会計 下水道 水道事業 病院事業 その他

主財源に当たります。
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○　基金の状況

（単位：千円）

減 債 基 金

366,880

112公 営 墓 地 基 金

地 域 振 興 基 金

生 活 排 水 処 理 事 業 基 金

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

10,203

660,056

　貯金である基金の令和元年度末残高は、１０９億２，０９９万４千円で、前年度に比べ２億４，７４７万２千円減少しました。財政調
整基金は５億１，４５２万６千円減少しました。公共施設整備基金については、茜が丘宅地分譲に伴う収入等により５，３８８万６千円
積み立てた一方、新庁舎整備等へ充当するため１億４，０４２万４千円取り崩しました。

現在高
令和元年度末平成30年度末

2,116,347

5,153,085
取り崩し額

85,474

9 0 42,545

令和元年度中増減額
積　立　額

516,889453,794

10,972 170,358

112,423

600,0005,667,611

145,430

508,787

現在高

42,536

5,000

509,2873,031

89,139

116,389 1,034

90,495

合　　　　　計 11,168,466

492,743そ の 他 基 金

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 114,233

公 共 施 設 整 備 基 金

地 域 福 祉 基 金

環 境 基 金

0

10,920,994

138,498 721,125

907,528

1,375,563

74,301 39,932

2,202,885

35,900

1,468

3,531

0

1,373,495

財 政 調 整 基 金

区　　　　　　分

8,135

53,886 140,424

63,095

4,958,639
5,254,986

5,521,333 5,667,611
5,153,085

48,676 44,993 42,528 42,536 42,545

2,160,901 2,231,010 2,256,460 2,202,885 2,116,347

2,965,759 3,114,292 3,140,905 3,255,434
3,609,017

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

財政調整基金 減債基金 公共施設整備基金 その他基金

単位：千円
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